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あさがおホールデイサービスセンター利用 重要事項説明書 

地域密着型通所介護 

当センターは介護保険の指定を受けています（朝来市指定２８７４９００４９７号） 

 

 社会福祉法人ひまわり（以下「事業者」という。）は、特別養護老人ホームあさがおホールデイ

サービスセンター（以下「センター」という。）において､契約者（以下、「ご利用者」という。）に

対し、要介護認定者の方を対象とした地域密着型通所介護サービスを提供します。施設の概要や提

供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 なお、ご利用者には本人は元より立会者等の家族も含み、事業者はサービス従事者をはじめ全て

の職員を含みます。 

 

１．施設経営法人 

（１）法人名            社会福祉法人 ひまわり 

（２）法人所在地          兵庫県朝来市新井148番地 

（３）電話及びＦＡＸ番号      電話番号 079-677-1901 ＦＡＸ番号 079-677-1988 

（４）代表者氏名          理事長  岩田 優子 

（５）設立年月           平成２年４月１２日 

（６）インターネットアドレス番号  http://himawari-mission.com/ 

（７）メールアドレス        iwanegi@silver.ocn.ne.jp 

 

２．運営方針（契約書第１条参照） 

事業者は、あさがおホールデイサービスセンター運営規程に基づき、ご利用者がその能力に応

じて自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排泄、食事の介助、日常生活上必要な世

話及び機能訓練等の介護サービスを提供するとともに、事業の実施にあたっては、市をはじめ他

の介護保険事業所や保健医療サービス事業所等との密接な連携を図り、総合的なサービスの提供

に努めます。 

 

３．利用施設の内容 

（１）建物の構造     鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 平屋建て 

（２）建物の延べ床面積  ５４８．８１㎡ 

（３）併設事業 

 事業の種類 指定年月日 事業者指定 定員 

１ 介護老人福祉施設 平成 12年 4 月 1日 兵庫県指定 2874900539 61 名  

２ 短期入所者生活介護 平成 12年 4 月 1日 
兵庫県指定 2874900505 1 人 

３ 介護予防短期入所者生活介護 平成 18年 4 月 1日 

４ 居宅介護支援 平成 30年 4 月 1日 朝来市指定 2874900513 
－ 

５ 介護予防支援 令和８年５月１日 朝来市指定 2874900513 

６ 介護予防ケアマネジメント - 委託事業  

７ 特定施設入居者生活介護 
平成 18年 10 月 1 日 兵庫県指定 2874900356 26 名 

８ 介護予防特定施設入居者生活介護 
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（４）施設の周辺環境 

   風向明媚な朝来市の立地し、播但連絡道の利用により南北の交通も大変便利です。 

 

４．利用施設 

  当センターは、特別養護老人ホームあさがおホールに併設されています。 

（１）施設の種類  地域密着型通所介護施設 平成30年10月１日指定 朝来市指定2874900497号 

（２）施設の目的 

介護保険法令に従い、ご利用者が、その有する能力に応じ、可能な限り自立した日常生活

を営むことができるように支援することを目的として、ご利用者に日常生活を営むため必要

な共用施設等をご利用いただき、地域密着型通所介護サービスを提供します。 

（３）施設の名称         あさがおホールデイサービスセンター 

（４）施設の所在地        兵庫県朝来市新井148番地（新井駅から徒歩で北へ約15分） 

（５）電話及びＦＡＸ番号     電話番号 079-677-1901   ＦＡＸ番号 079-677-1988 

（６）メールアドレス       iwanegi@silver.ocn.ne.jp 

（７）管理者氏名         藤本 智也 

（８）開設年月日         平成９年６月２３日 

（９）通常の実施地域       朝来市旧朝来町 

（10）開所日           元日、大掃除の日を除く月曜日から土曜日     

（11）開所時間          ９：３０～１６：４５ 

（12）受付時間          ２４時間 ３６５日 

（13）利用定員           １８人／日 

 

５．契約締結からサービス提供まで（契約書第３条参照） 

ご利用者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針は、契約後、事業者が作成する

地域密着型通所介護計画に定めます。 

また、地域密着型通所介護計画はご利用者の在宅サービスを担当する介護支援専門員が作成

した居宅サービス計画（ケアプラン）の内容に沿った計画とします。通所介護計画等の作成及

びその変更は次の通り行います。 

 

 ケアプランに沿って計画の原案を作成   →   ご利用者への説明と承諾   → 

 地域密着型通所介護計画の決定  →  地域密着型通所介護サービスの開始  →  

計画の見直し  → 計画内容の変更   →   ご利用者への説明と承諾   → 

 変更後の地域密着型通所介護計画を決定   →   変更後のサービスを開始  

※ 通所介護計画の見直しは、居宅サービス計画と調整しながら、必要に応じて又はご利用者

等の要請に応じて行います。 

６．職員の配置状況 

   センターでは、ご利用者に対して地域密着型通所介護サービスを提供する職員として、以下

の職種の職員を配置しています。 
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<主な職員の配置状況>  職員の配置については、配置基準を遵守しています。 

職 種 配 置 数 配 置 基 準 

管理者（兼務） １名 １名（常勤・兼務可） 

生活相談員 １名以上 １名以上（常勤１名以上） 

介護職員 ２名以上 １名以上（常勤１名以上） 

看護職員 １名以上 専従１名以上 

機能訓練指導員 １名以上 専従１名以上※兼務可 

 

<主な職種の勤務体制> 

職 種 勤 務 体 制 

管理者 ９：００～１８：００ 

生活相談員 ８：３０～１７：３０ 

介護職員 ８：３０～１７：３０ 

看護職員 ８：３０～１７：３０ 

機能訓練指導員 機能訓練提供時間 

 

<配置職員の職種> 

職 種 内 容 

管理者 
従業者の管理と地域密着型通所介護サービス等の実施状況の把握、

その他の管理を一元的に行います。 

生活相談員 日常生活の相談に応じ、適宜生活支援を行います。 

介護職員 
日常生活の介護、並びに健康保持のための相談・助言等を行います。 

（機能訓練指導員と兼務する場合があります） 

看護職員 
健康管理や療養上の世話及び日常生活上の介護、介助等を行います。 

（機能訓練指導員と兼務する場合があります） 

機能訓練指導員 機能訓練を担当します。 

 

７．契約期間（契約書第２条参照） 

  本契約の有効期間は、契約締結の日からご利用者の要介護認定の有効期間満了日までとします。 

ただし、契約期間満了の1ヶ月前までにご利用者から文書による契約終了の申し入れがない場

合には、本契約は更に同じ条件で更新され、その後も同様とします。 

８．他のサービス事業者との連携（契約書第４条参照） 

  事業者は、地域密着型通所介護サービス等を提供するに当たり、ご利用者の居宅サービスを計

画する居宅介護支援事業所やご利用者に関係する保健医療サービス、福祉サービス事業所との密

接な連携に努めます。 

９．介護保険制度に基づくサービス（契約書第５条参照） 

   センターでは介護保険制度に基づくサービスを提供します。このため、サービス利用料金の

内９割が介護保険から給付され、ご利用者の負担は１割となります。ただし、ご利用者の所得

が一定以上ある場合は自己負担が２割又は３割(平成30年8月から)になる場合があります。 

（市が交付する負担割合証参照） 
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（１）サービスの概要 

  ① 食事の提供と介護 

・ センターでは栄養士の献立のもと健康を保つために、栄養バランスのとれた食事を用意

しております。 

・ 調理業務は専門業者に委託します。 

・ 契約者の自立支援のため離床して食事をとっていただくことを原則としています。 

② 入浴の介護 

・ 入浴又は清拭を行います。体が不自由でも機械浴槽を使用して入浴することができます。 

  ③ 排泄の介護 

・ 排泄の自立を促すため、ご利用者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

  ④ 機能訓練の実施 

・ 機能訓練指導員により、ご利用者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な

機能の回復又はその減退を防止するための訓練を実施します。 

 ⑤ 健康管理及び療養上のお世話 

 ⑥ 送迎の実施 

・ ご利用者のご自宅と事業者間の安心・安全な送迎に心掛けます。 

  ⑦ 定例行事及び全員が参加できるレクリエーションの実施 

  ⑧ １日のサービス提供時間は７時間以上８時間未満としています。 

 

 

（２）サービス利用料金（契約書第７条参照） 

   利用者が支払うサービス利用料は下記の料金表のとおりです。 

 

 

《地域密着型通所介護サービス》 

  自己負担１割の場合                           単位：円 

区  分 介護１ 介護２ 介護３ 介護４ 介護５ 

法定のサービス利用料金

（日額） 
7,530 8,900 10,320 11,720 13,120 

利用者負担金（日額） 753 890 1,032 1,172 1,312 

 

 

 

  自己負担２割の場合                           単位：円 

区  分 介護１ 介護２ 介護３ 介護４ 介護５ 

法定のサービス利用料金

（日額） 
7,530 8,900 10,320 11,720 13,120 

利用者負担金（日額） 1,506 1,780 2,064 2,344 2,624 
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 自己負担３割の場合                           単位：円 

区  分 介護１ 介護２ 介護３ 介護４ 介護５ 

法定のサービス利用料金

（日額） 
7,530 8,900 10,320 11,720 13,120 

利用者負担金（日額） 2,259 2,670 3,096 3,516 3,936 

※ 上欄の料金は令和６年４月１日現在のものです。 

 

（３）サービス利用料金の加算（契約書第７条参照） 

  センターは、専門職の体制強化や個別の機能訓練等で、ご利用者の皆様へのサービスの充実と

より安心して生活していただくことに努めています。このため、ご利用者の皆さんに介護保険法

で認められたサービス費の加算をお願いしております。 

 

《地域密着型通所介護サービス》 

 金額はご利用者の負担分で、1割負担の場合としています。          単位：円 

加算の項目 加算対象サービスの概要 単価／日又は回 

科学的介護推進体

制加算 

事業所が、心身の状況等に係る基本的な情報を国

へ提出、そのフィードバックの活用によって、サ

ービスの質の向上を図る取り組み 

４０/月 

入浴加算Ⅰ・Ⅱ 

入浴介助を適切に行うことができる人員及び設

備を有して入浴介助を行った場合 
４０/日 

ご利用者の動作、居宅の環境を評価して、個別の

入浴計画を作成する。居宅に近い環境にて入浴介

助を行った場合 

５５/日 

栄養アセスメント

加算 

各職種が共同して栄養アセスメントを実施し、そ

の結果を説明、相談等を行った場合 
５０/月 

栄養改善加算 
管理栄養士が、看護職員等と共同し、栄養ケア計

画を作成し、適切なサービスを実施した場合 

２００ 

（月２回限度） 

口腔・栄養スクリー

ニング加算Ⅰ・Ⅱ 

ご利用者の口腔の健康状態及び栄養状態につい

て確認を行い、情報提供している場合 

２０/回 

（６月に1回程度） 

ご利用者の口腔の健康状態と栄養状態のいずれ

かについて確認を行い、情報提供している場合 

５/回 

（６月に1回程度） 

 

加算の項目 加算対象サービスの概要 単価／日又は回 

口腔機能向上加算

Ⅰ・Ⅱ 

歯科衛生士等が口腔機能改善のための計画を作

成し、適切なサービスを実施した場合 

１５０ 

（月２回限度） 

歯科衛生士等が口腔機能改善のための計画を国

へ提出、そのフィードバックの活用によって、サ

ービスの質の向上を図る取り組み 

１６０ 

（月２回限度） 
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生活機能向上連携

加算Ⅰ・Ⅱ 

ICTを活用した動画等により、利用者の状態

(ADL・IADL等)を把握した上で助言を行った場合 
１００/月 

理学療法士等が３カ月に１回以上、通所介護事業

所を訪問して、助言を行った場合 

※個別機能訓練を算定している方の場合 

２００/月 

※（１００/月） 

ＡＤＬ維持等加算

Ⅰ・Ⅱ 

一定期間内に利用した者のうちＡＤＬ(日常生活

動作）の維持、又は改善の度合いが一定の水準を

超えた場合 

３０～６０/月 

個別機能訓練加算

Ⅰイ・Ⅰロ・Ⅱ 

機能訓練指導員が専従１名以上（配置時間の定め

なし）、訓練指導員等が計画に基づき運動器の機

能向上のための訓練を実施した場合 

５６/日 

機能訓練指導員が専従１名以上（サービス提供時

間帯通じて配置）個別の訓練計画に基づき、心身

の状況に応じた機能訓練を実施した場合 

８５/日 

個別機能訓練計画等の内容を国へ提出、そのフィ

ードバックを受けている場合 
２０/月 

認知症加算 
認知症ケア研修修了者等を配置し、認知症の方へ

適切なサービスを提供する場合 
６０/日 

中重度者ケア体制

加算 

要介護３以上の利用者の占める割合が全体の３

０％を超え、配置した場合 
４５ 

サービス提供体制

強化加算Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 

介護福祉士が一定以上配置、また３年以上の勤続

年数の職員が一定以上配置した場合 
２２・１８・６/日 

若年性認知症利用

者受入加算 

若年性認知症の利用者を受け入れ、個別の担当者

を定めた場合 
６０ 

 

 

※サービス向上のための職員賃金体制強化加算（介護職員等処遇改善加算） 

基本サービス費と各種加算の合計額の12.7％が加算額となります。 

 

 

（４）介護保険法の改正に伴う利用料金の変更（契約書第８条参照） 

    介護保険法の改正に伴い利用料金を変更する場合がありますが、その際には、あらかじめ

ご利用者へ説明いたします。 

 

 

１０．介護保険制度外のサービス（契約書第６条参照） 

  センターでは、ご利用者の皆さんにより快適にお過ごしいただくため、介護保険以外のサー

ビスを提供させていただきます。主なサービスは次のとおりですが、このサービスは介護保険

から給付されませんので全額ご利用者の負担となります。 
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（１）サービスの概要と利用料金 

サービスの種類 サービスの概要 

レクリエーション、教

養・娯楽、クラブ活動 

教材等の材料費を実費でいただきます。 

コピー代は、白黒20円／枚、カラーは40円／枚 

施設に出張する理美容 

理容師の出張による理髪サービス（調髪、顔剃、洗髪） 

美容師の出張による美容サービス（調髪、パーマ、洗髪） 

利用料金：1 回あたり2,500円～6,500円 

食費 
940円（昼食代740円＋おやつ、フリードリンク代200円） 

時間外における追加の食費は１回あたり720円 

特別な食事 
ご利用者のご希望に基づき、必要となる食品類は、ご利用者で持 

ち込みいただきます。 

複写物の交付 １枚につき20円、サービス提供記録など 

デイサービスの延長 １時間あたり1,800円、ご利用時間が8時間以上になる場合 

感染予防関連 
１日あたり100円（殺菌消毒や衛生対応に伴う各種消耗品代） 

体調不良に伴うマスク提供（１枚10円） 

 

（２）利用料金の変更（契約書第８条参照） 

 各種のサービス単価等は経済状況等諸般の事情で変更することがあります。その場合は

事前に変更内容と事由についてご利用者等にご説明します。 

 

１１．利用料金のお支払い（契約書第９条参照） 

センターでの利用料金は、１ヶ月ごとに計算してご請求しますので、請求月の月末までに以

下の方法でお支払い下さい。１か月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数

に基づいて計算した金額とします。  

（１） 次の金融機関からの口座による自動引き落としを基本とさせていただきます。なお、口

座振替手数料はご利用者の負担とさせていただきます。  

     「但馬銀行」  「たじま農協」  「ゆうちょ銀行」 

（２） ご利用者の都合により、上記自動引き落とし以外の方法による支払を希望される場合は、

下記指定口座への振り込みでも結構です。（振込手数料をご負担願います） 

      但馬銀行    新井支店 普通預金 口座番号 ；７１２１８７９ 

＜口座名義;特別養護老人ホームあさがおホール 施設長 藤本 智也＞ 

 

１２．サービス提供における事業者の義務（契約書第１０～１２条参照） 

当センターでは、サービスを提供するにあたって、ご利用者の生命、身体、生活環境等安全

やプライバシーの保護に配慮するなど、次のことを守ります。 

 

（１）ご利用者の生命、身体、財産の安全確保 

  ① ご利用者の体調、健康状態には常に注意し、必要な場合には医師や看護職員と連携のう

え適切に対処します。 

② 感染症及び食中毒の発生やまん延を防ぐために委員会を設置し、感染予防に関する指針

の遵守や職員研修を行うとともに、感染症の発生が疑われる際は指針に従い対応します。 

③ 非常災害に関する具体的計画を策定するとともに、ご利用者に対して、定期的に避難、
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救出その他必要な訓練を行います。 

 

（２）介護サービスの提供に係る配慮 

① 介護上の事故防止及び発生時の対応は、事故発生時の対応に関する指針に従い対処しま

す。また、事故の報告を分析するとともに、改善策を検討する委員会を設置し、職員への

周知や研修会を開催して再発防止に努めます。 

 

（３）虐待の防止について 

     事業者は、ご利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発の防止するために、次に

揚げるとおり必要な措置を講じます。 

① 事業者では法人全体で虐待防止検討委員会を設け、その責任者は理事長が指名します。 

   ② 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従事員に

周知徹底を行います。 

   ③ 虐待防止のための指針の整備を行います。 

   ④ 従事員に対して、虐待を防止するための年２回以上の研修を実施しています。 

   ⑤ サービス提供中に、当該事業所従業員又は養護者（現に養護している家族・親族・同居

人等）による虐待を受けたと思われるご利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町

村に通報します。 

 

 （４）身体拘束等について 

   ① ご利用者又は他のご利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を

行いません。やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際のご利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録するものとします。 

② 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとと

もに、その結果について、従業員に周知徹底を行います。 

③ 身体的拘束等の適正化のための指針の整備を行います。 

④ 従業員に対して、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 

 

（５）個人情報の保護等 

   ① サービスを提供するにあたって知り得たご利用者又はご家族等に関する事項を、正当な

理由なく第三者に漏洩しません。 

   ② ご利用者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等にご契約者の心身等の情

報を提供いたします。 

   ③ ご利用者及びそのご家族に関する個人情報が含まれる記録物（磁気媒体情報及び伝送情

報を含む）については、善良な管理者の注意をもって管理すると共に、処分する際にも、

第三者への漏洩を防止します。 

   ④ ご利用者等が個人情報の照会などをご希望される場合は、施設担当の窓口にて適切に対

応させて頂きます。 

⑤ ご利用者に提供したサービスの記録は５年間保管します。この記録はご利用者等がいつ

でも閲覧できるとともに、必要であれば写しも交付します。 

⑥ 事業者が高齢者虐待の防止・高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に定める通報

を行う場合は、守秘義務違反の責任を負わないものとします。 
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１３．損害賠償（契約書第１３条参照） 

センターにおいて、事業者の責任によりご利用者に生じた損害については、事業者は速やか

にその損害を賠償いたします。第１０条第４項に定める守秘義務に違反した場合も同様としま

す。（事業活動包括保険に加入） 

ただし、その損害の発生について、ご利用者に故意又は過失が認められる場合には、ご利用 

者の置かれた心身の状況により、事業者の損害賠償額を減じる場合があります。 

 

１４．契約の終了 

（１）以下の各号の一に該当する場合は、本契約は終了します。（契約書第１４条参照） 

① ご利用者が死亡した場合 

② ご利用者の心身の状況が、要介護認定により要支援、自立と判定された場合 

③ 事業者が、災害等の事由によりサービスの提供が不可能になった場合 

④ ご利用者と事業者との間で地域密着型通所介護サービスの契約が終了した場合 

⑤ ご利用者が、利用料の値上に同意できなくて契約の解約を行う場合 

 

（２）契約者は、事業者が以下の事項に該当する場合には本契約を解除することができます。 

（契約書第１５条参照） 

  ① 事業者が正当な理由なく本契約に定める地域密着型通所介護サービスを実施しない場 

  合 

  ② 事業者が第１０条第４項に定める守秘義務に違反した場合 

  ③ 事業者が契約者の身体・財産・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為その他本契約を継

続しがたい重大な事情が認められる場合 

 

（３）契約者からの中途解約（契約書第１６条参照） 

   ① 契約の有効期間であってもご利用者から契約を解約することができます。この場合には、

契約終了を希望する日の７日前までに解約届出書の提出が必要です。 

   ② ご利用者がサービス利用料金（介護保険給付対象外を含む）の変更に同意できない場合

やご利用者が入院した場合にも契約を解約できます。この場合は即時に契約解約すること

ができます。 

（４）事業者は、ご利用者が以下の事項に該当する行為を行った場合には、本契約を解除する

ことができます。（契約書第１７条参照） 

① ご利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれ

を告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせ

た場合 

② ご利用者が、第９条に定めるサービス利用料金の支払いを３ヶ月以上遅延し、事業者の

相当期間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

③ ご利用者が、事業者若しくは他の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は

著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 
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１５．緊急事態発生時の対応（契約書第１０条参照） 

ご利用者が、事故及び身体状況の急激な変化等で緊急に対応を必要とする状態になった場合

は、速やかにご家族等へ連絡し、連携しながら対処します。また、救急搬送が必要であると判

断した場合は直ちに救急車の要請を行います。 

 

１６．苦情や相談の受付（契約書第１８条参照） 

（１）当施設における苦情や相談の受付 

苦情・相談受付担当者 生活相談員   北林 大悟 

苦情解決責任者 管理者     藤本 智也 

受付時間 

午前９時～午後６時 

（24時間、365日、電話でのご相談も受け付けます） 

電 話 ： 079-677-1901、    ＦＡＸ ： 079-677-1988 

第三者委員 

澤田 忍 （学識経験者） 

株式会社澤田モータース 

電話：079-679-3183 

  

 ☆ 苦情等はあさがおホールデイサービスセンターが受け付けて、第三者委員と協議の上第三

者委員から連絡させて頂きます。 

☆ 第三者委員も苦情を受け付けることができます。さらに第三者委員は、苦情解決を円滑に

図るため双方への助言や話し合いへの立ち会いなどもいたします。     

（２）行政機関その他苦情受付機関 

兵庫県国民健康保険連合会 

所在地  神戸市中央区三宮町1丁目9番1-1801号 

電話番号 078-332-5617   ＦＡＸ 078-332-5650 

受付時間 8：45～17：15  月曜日～金曜日 

朝来市健康福祉部高年福祉課 

所在地  朝来市和田山町東谷213-1 

電話番号 079-672-6124 ＦＡＸ：079-672-4109 

受付時間 8：30～17：15  月曜日～金曜日 

※ 当法人は「弁護士法人 生駒法律事務所」と顧問契約を交わしています。 

 

１７．協議事項（契約書第１９条参照） 

 本契約に定められていない事項について疑義が生じた場合には、ご利用者と誠意をもって協議

します。 

 

重要事項説明書の記載内容を変更する場合は、ご利用者等に事前に説明し、同意をいただい

た上で変更します。 

 


